
建設業団体 各位

日頃より国土交通行政にご理解・ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課です。

この度連絡しましたのは、本年５月16日に成立した下請法・下請振興法改正法につい
て、
令和8年1月1日の施行に向けた各事業所管省庁主催の業界向け説明会
「「下請法・下請振興法改正法」オンライン説明会(国交省主催)」
の開催案内【9/30(火)15:00-16:30】があっており、連絡いたしました。当該改正法
の概要については、
参考資料「下請法・下請振興法改正法の概要について」を御参照下さい。
※参加申し込み期限が9/24金で先着順であることにご留意ください
※参考資料「下請法・下請振興法改正法の概要について」について、ファイル容量の
都合により
下記リンクよりダウンロード願います。
資料送付URL：
https://file-transport-01.mlit.go.jp/mb/cgi-bin/index.cgi/download/njtUG9xQN
Be0Cw4ZwkUtVw/bb2IbphTR1y1SjuZbqcprg/
パスワード：zah;ngu9Xe{u(

また、今回の説明会については、国交省の全業所管局を対象とし、接続定員(9900ア
カウント)
オーバーの場合、第２回目の開催を検討する可能性があるとのことです。

こちら、会員企業様等に周知いただくとともに、参加にあたっては、下記URLの
参加申し込みフォームから申し込みのほどよろしくお願いいたします。

参加申し込みフォーム：https://forms.office.com/r/b5B6xbtTmD.

〇開催概要（別添２点目参照）
・本年５月16日に成立した下請法・下請振興法改正法について、令和8年1月1日の施
行に
向けた各事業所管省庁主催の業界向け説明会を開催

日時：９月30日（火）15：00～16:30（30分）
開催形式：オンライン（定員9900人（先着）、１組織あたり１名まで）
議事内容：中企庁・公正取引委員会の担当者より下請法・下請振興法改正法の概要に
ついて説明。
説明終了後、質疑応答を行う。（中企庁、公取の担当者のほか、国交省担当課より回
答）
なお、質疑対応については、下記にございますFormsより寄せられたものを中心に回
答を行うかたちを想定しております。
申込方法：Microsoft Formsより回答

※回答にあたり、各企業の担当部局を選択していただく欄がございます
が、

「不動産・建設経済局」を必ず選択いただきますよう、お願いいたしま
す
申込期限：９月24日（水）

※期限より早く申込定員に達した場合、申込を締め切る場合がございま
す。
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（別紙） 

事業者の皆様 

 

下請法・下請振興法改正の内容について 

 

公正取引委員会 

中小企業庁 

令和７年７月 18日 

 

 

平素よりお世話になっております。 

 

今般の通常国会におきまして、令和７年５月 16 日に下請法・下請振興法改正法が成立し、令和

８年１月１日から施行されます。改正後は中小受託取引適正化法・受託中小企業振興法と名称が変

更となるとともに、新たな措置が講じられることとなります。 

つきましては、法改正のポイントにつき、別添のパンフレットを御参照いただき、理解を深めて

いただければ幸いです。 

 

なお、今後、事業所管省庁や都道府県ごとの説明会も開催していく予定ですので御参加いただけ

れば幸いです。詳細については、決まり次第、公正取引委員会・中小企業庁ホームページでお知ら

せいたします。 

 

 



























































下請振興法が改正されました
中小企業の賃上げには、サプライチェーン全体で、

適切な価格転嫁・取引適正化を定着させることが重要です。

法律の適用対象が広がります！

従業員基準の追加

発注者と受注者の定義に従業員の大小関係を追加

従業員が受注者より1人でも多い企業

従業員が300人以下（製造、建設、運輸等）、
100人以下（サービス業）

発注者

受注者

対象取引の追加

適用対象に発荷主と運送事業者との取引を追加

ほぼ全ての中小企業に対する
取引が対象となります！

直接の取引がない事業者と
の連携も支援します！

企業A

企業B

企業C

改正

複数の取引段階にある事業者による
振興事業計画を支援対象に追加

企業A・B・Cが連携する取組も支援対象に！

「下請」という用語が
変わります！

時代の情勢変化に沿った用語に改正

親事業者 委託事業者

下請事業者
中小受託
事業者

取適法パンフレット①

①取適法パンフレット ②その他の改正点

担当：中小企業庁事業環境部取引課

※振興法に基づき経済産業大臣が定める、委託事業者及び
中小受託事業者がよるべき一般的な基準として｢振興基準｣
が定められています

多くの委託事業者が
振興基準を遵守する旨
宣言しています！

企業A

企業B

企業C
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